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環境市民厚生常任委員長  大石 慶明  

 

 

委員会調査報告書 

 

 

 当委員会で調査した事件の調査結果について、亀岡市議会会議規則第１１０条

の規定により下記のとおり報告します。 

 

 

記 

 

 

１ 派遣期間  令和６年５月１５日（水）、令和６年５月１６日（木）、 

令和６年５月１７日（金） 

 

２ 派遣場所  神奈川県小田原市、神奈川県座間市、静岡県富士市 

 

３ 事  件  再生可能エネルギーについて（小田原市） 

        生活困窮者自立支援について（座間市） 

        ＥＳＣＯ事業について（富士市） 

 

４ 派遣委員  大石慶明、梅本靖博、大西陽春、土岐新 

大塚建彦、平本英久、西口純生 

 

５ 概  要  別紙のとおり 

 

 

 

 

 

 



視  察  概  要 

 

◎神奈川県小田原市 

令和６年５月１５日（水）午後１時３０分～午後３時００分 

 

視察項目：再生可能エネルギーについて 

 

≪小田原市の概要≫ 

人  口：188,739 人       面  積：113.60㎢ 

市政施行：昭和 15 年 12月 20日    議 員 数：27人 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

大石委員長挨拶            小田原市担当課 説明 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

   議場見学                              小田原市庁舎前 

 

 

 

 

 

 

 



視察先 
神奈川県小田原市（令和６年５月１５日（水）） 

（人口：188,739 人、面積：113.60 ㎢） 

調査項目 再生可能エネルギーについて 

視察の目的 

 

小田原市は、環境省から２０５０年カーボンニュートラルに

向けて、２０３０年までに民生部門（家庭部門及び業務その他

部門）の電力消費に伴うＣＯ２排出の実質ゼロを実現するとと

もに、運輸部門や熱利用などの温室効果ガス排出削減について

も、地域特性に応じて実現する「脱炭素先行地域」に選定され

た。 

 本市においても、「かめおか脱炭素宣言」に基づく２０５０年

カーボンニュートラルの実現に向けて、温室効果ガスの削減目

標と再生可能エネルギーの導入目標を設定し、その目標を達成

するための取組を進めており、小田原市の取組を参考とするた

め、視察調査を実施するものである。 

 

施策等の概要 

 

脱炭素先行地域づくり事業（５つの柱） 

(1)太陽光発電の拡大 

(2)商店街の活性化 

(3)ＥＶ宿場町の実現 

(4)市民の環境配慮行動の促進 

(5)配電網レベルでの新たなエリアエネルギーマネジメント 

 

考察（小田原

市） 

 

○小田原市は持続可能な町づくりに向け「環境・エネルギー」

を重点施策に位置づけし、２０３０年度にＣО２排出量を２

０１３年度比５０パーセント削減を目標に取り組まれてい

る。特に再生可能エネルギーの導入促進に重点を置き、その

手段として市民参加型の太陽光発電に取り組まれている。 

・太陽光発電導入ステップとしては市街化エリアから順次市街

化調整エリアへの拡大を計画されている。 

・ＥＶに関しても車両として活用するだけでは無く、動く蓄電

池として扱うことにより、太陽光発電の欠点である夜間時間

帯、天候悪化時の発電量不足をＥＶで補うことによりエネル

ギーマネジメントを実現させ、地域防災にも貢献できる仕組



づくりをされている等、当市として見習うべき点は、多くあ

ると感じた。但し、小田原市は市街化地区が多くあることか

ら太陽光発電の円滑な導入や導入効果が得られるが、当市は

市街化調整エリア、山間地域を多く占めている状況であるこ

とから、これらの地域の導入に関して十分な検討が必要と考

える。 

 

○小田原市の再生可能エネルギーの導入は「２０１１年東日本

大震災が電力の自給自足を目指す大きなきっかけとなった。」

としている。その意識の高さに感銘した。 

・脱炭素を推進するにあたり促進区域(ゾーニング)については

基本を市街化区域とし優先しているが、市街化調整区域にお

いても市の認定を受ければ設置可能と柔軟性を持たせてい

る。 

・脱炭素の手段については、再生可能エネルギーを優先するよ

う行政は誘導している。そこには、事業者と地元のトラブル

がないよう行政が間に立って調整を行っている。 

・地域脱炭素化推進事業のガイドラインの作成に多くの時間を

要したが、その結果地元でトラブルになる再生可能エネルギ

ー事業は極めて少ない。 

・普及啓発にゼロカーボン推進キャラクター「ボンボンちゃん」

を採用し、一年間実施して市民からの問い合わせの原動力と

なった。 

また、環境フェア「おだわらゼロカーボンフェア」を毎年開

催。商業施設等で開催することにより機運醸成の一助となっ

ている。 

・補助金については、小田原市独自の事業と国の交付金を活用

した再生可能エネルギー・省エネルギーに資する設備導入を

支援している。 

・市民参加の理解と促進は同時進行が必要としている。 

・昼の観光客、夜の観光客の動向調査の元、会食時間に充電を

できる環境を整えるなど経済面も考慮して効果的に導入され

ている。 

・地域全体のエネルギーマネジメントとして電力供給と需要と

のバランスを保つ中、経済性が課題となる一面がある。  

・ＥⅤ車両としての活用だけでなく、動く蓄電池として活用し



て脱炭素の地域交通モデルとなっている 

・ＥＶのシェアリングにより防災面(災害時のＥＶ派遣、電力供

給)、ワーケーションへの活用(新しいライフスタイルへの対

応)、地域イベント(イベントの発電機としての活用)、移住定

住(物件の見学にＥⅤを利用してもらう)、エネルギーマネジ

メント(電力逼迫時に複数台のＥⅤから一斉放電)など、多様

な活用モデル事業の展開を推進している。 

・官民連携として公用車(ＥⅤ)を休日夜間利用等で歳入の創出

を図っている。 

・現在、再生可能エネルギーゾーニングを行っており、その一

番手として「太陽光発電システム」を挙げている。機運醸成

や、導入に当たりガイドラインの作成など小田原モデルは有

効と考える。 

・本市は太陽光パネルの屋根設置を軸にカーボンニュートラル

の実現を目指しているが、あらゆる場所での再生可能エネル

ギーの創出が求められている。太陽光発電、蓄電池、ＥＶな

ど総合的な地域エネルギーマネジメント事業として小田原市

を参考にできると考える。 

・建物の耐震化も再エネ導入の必須条件となる。防災面を考慮

しての事業費計上も太陽光パネル設置の可能性を高めると考

える。 

・太陽光パネル設置時の特徴として、契約には災害時には協力

することの内容が盛り込まれている。防災の観点からも有効

的な手法と思われる。 

 

○小田原市再生可能エネルギーの導入促進に向けた環境整備の

始まりは、２０１１年の東日本大震災にある。足利茶や観光

客の減少など大きな被害があった小田原市は、「小田原のエネ

ルギーは小田原でつくる。」という市民と企業の動きが起こっ

た。そして、「第６次小田原市総合計画」に「環境・エネルギ

ー」を充填施策に位置づけ取組が展開された。 

・環境省の「地域脱炭素化推進事業」を位置づけるにあたって

は、促進区域を市街化区域から進め、市街化調整区域では地

域の合意を得て、地域関係者とのより丁寧な合意形成プロセ

スを設けている点が参考になると考える。 

・ＥＶを車両として活用するだけでなく「動く蓄電池」として



活用する脱炭素型の地域交通モデルを作っている。ＲＥＸＶ

（レクシブ）・湘南電力と小田原市がＥＶを活用した地域エネ

ルギーマネジメントモデル事業を行っている。そして、地域

防災にも貢献している。 

 

○特に本市においても様々な観点からＥⅤ車の導入は、検討す

べきだと考える。公用車のＥⅤ化を進められており、ＲＥＸ

ＥＶ（レクシブ）と協定締結されており、さらにカーシェア

としても活用し地域における交通手段の確保、アプリによる

車両管理の合理化などを目的とし展開されていた。さらに日

産自動車とも災害協定を結ばれており動く蓄電池として地域

防災の観点からも進められておりＥⅤを軸として、多面的に

活用モデルの地域実装、他地域への展開を図られている。 

・本市としても交通手段の一つの手法、さらに多発する災害に

おいても実用的だと考える。災害が起きた際に市民が困る電

気として活用できるという事からも本市も検討すべきと考え

る。 

 

○小田原市は太陽光発電と蓄電池、電気自動車（ＥⅤ）の導入

拡大を核とした、エネルギーマネジメントに継続して取り組

み、脱炭素化を目指している。また地域が主体となった再生

可能エネルギーの利用促進のため、市民の参加など、一定の

条件を満たす再生可能エネルギー事業を「市民参加型再生可

能エネルギー事業」として認定し、支援等を行っている。 

・小田原市は２０２３年８月、「小田原市ＥⅤ宿場町コンソーシ

アム」を公民連携事業として設立。市内に於ける電気自動車

（ＥⅤ）普及を図り、ＥⅤ充電インフラを設置することで、

観光客などに充電時間を活用した観光需要の創出、具体的に

は充電時間中に観光や飲食、買い物が出来る仕組みを作り、

地元商店街の活性化を図っている。 

・課題として、再生可能エネルギーの普及に伴い、エネルギー

供給が多様化し、再生可能エネルギーからの売電量が相対的

に縮小する可能性と、今後も売電価格の低下が懸念される。 

 

○太陽光発電の拡大はエネルギーの地産地消を目指し、亀岡ふ

るさとエナジー株式会社を持つ本市においても有益であり可



能だと考える。 

・商店街の活性化とＥＶ宿場町とはリンクしており、元々小田

原市の観光形態は箱根を抜けるための休憩地点に当たるとい

う原点に立ち返り、昼間の休憩を主眼に置いた観光誘致が成

果としてあがっている。その一つとしてＥＶ車の充電スポッ

トを各地観光地に整備し、給電中に昼食をとり地元産品の土

産を購入いただく事に特化されている。また市として「地元

メシ」をＰＲし地元飲食店を含め、商店街全体の経済効果が

出ているものと考える。今後本市でも来訪された観光客の滞

在ならびに滞留時間を延ばすかという事を考えるとき、ＥＶ

車の充電スポットを各地観光地に整備する事は一つの手段で

あると考える。 

・市民の環境配慮行動の促進についても先の再生可能エネルギ

ーの拡大や、ＥＶ車を災害時の蓄電池として活用する事も視

野に入れた地域エネルギーマネジメントモデル事業は、これ

らすべてがリンクしており非常に効率的で精度の高い施策で

あると考える。 

・再生可能エネルギーの活用はもちろん、カーボンニュートラ

ルを目指すうえでも一貫性があり大変有用でと考える。 

 

○亀岡市での取組としては、条例制定をして、確固たる目的と

事業施行の手順は、これまで以上に市民との連携ができる仕

組みづくりをしなければならない。 

 

○地域脱炭素化促進事業では、エネルギーの自給と市民参加型

の取組がなされている。脱炭素＝市民生活にとって経済的効

果をいかに訴えるかがカギとなる。  

 ・シェアリングＥＶによるＥＶ車の活用とＥＶ車を蓄電池とし

て活用することは時代のニーズにかなった取組である。本市

にあるニチコン亀岡株式会社では、この事業展開をされてお

り、本市としてより一層緊密に連携を深めるべきである。 

 

委員の意見等 

○小田原市は市民参型の太陽光発電事業に成果をあげるととも

に、ＥＶを活用しエネルギーマネジメントを行い脱炭素に取

り組んでいることは当市として取り入れていくべきである。

但し市街化調整地区、山間地区を多く抱える当市として、太



陽光発電事業を如何に発展させるかは十分に検討して行く必

要があると考える。また、防災面からもＥＶを活用した取組

も必要と思われるが、配備計画には十分な検討が必要と思わ

れる。 

 

○再生可能エネルギーの主力となっている「太陽光パネル」は

設置と同時に廃棄も検討していくことが必要である。また、

今後の技術革新・進歩により環境負荷の低い太陽光パネルの

登場も期待できる。一方では３Ｒ（リユース・リデュース・

リサイクル）および適正処理の推進に向けて、有識者による

知見も取り入れる協議会等の設置、３Ｒ（リユース・リデュ

ース・リサイクル）実施体制の方向性や本市に求められる支

援の在り方、関係事業者と共に基本的な処理の流れを整理し、

ルートが確立できるよう準備も進める必要がある。 

・市独自の制度や、国の補助金を活用した支援も重要ではある

が、再生可能エネルギー導入が市民に身近に感じてもらえる

手法も重要と考える。 

・新しい技術の導入も含めて検討すべきと考える 

・「脱炭素先行地域募集」は現在第５回の募集をしている。本市

においては第１回に応募し不採用になっているが今後も果敢

にトライしてもらいたい。 

・カーボンニュートラル実現に向けて、電力を自らつくり上げ

る再生可能エネルギーと、温室効果ガスの抑制を行う省エネ

との併せた手法が不可欠と考える。小田原市の再生可能エネ

ルギー・ＥＶの取組も含めた本市の地理的な事情に合う手法

を適材適所・柔軟性をもって取り組んでいくことが「かめお

か脱炭素未来プラン」の実現につながると考える。 

 

○小田原市では２０１１年から順次再生可能エネルギーの導入

に向けての取組が展開されていた。住民や企業が連携し、自

分たちの町の問題として機運が高まる中で、行政が再生可能

エネルギー利用等の促進を手段として、持続可能なまちづく

りを目指していることが参考になった。 

・市民向けの普及啓発を行うため、ゼロカーボン推進メインキ

ャラクターや市民向け「おだわらゼロカーボンフェア」が取

り組まれており、市民に適切な広報がされていた点が参考に



なると考える。 

 

○動く蓄電池が様々な事業に活用でき、凄く実用的で是非委員

会でも検討し検討していきたい案件だと思った。 

 

○小田原市ＥⅤ宿場町コンソーシアムの基本構想は、亀岡市の

商店街活性化にも応用可能である。具体的には亀岡駅南地区

に数多くある空き地を電気自動車（ＥⅤ）充電器スタンドと

して整備し、充電時間に観光や飲食を楽しんでもらうことに

より、地元商店街の活性化が可能となる。 

 

○本市として目指すＣＯ２の削減やエネルギーの地産地消等、

環境先進都市として取り組む施策にも合致すると考える。 

さらにＥＶの活用を進めて行く事は、これまで環境施策とし

て取り組んできた各事業と合わせて、ＥＶを移動できる蓄電

池として捉え、災害時等の電源、電力確保は無論の事、最も

電力消費量が増加する夏場に電力を計画的に調整し安定供給

するために活用する事は重要かつ効果的であると考える。 

・本市としてもこれまで再生可能エネルギーをはじめ、多面的

に行うエネルギー施策について取り組んできておりベースが

出来ている。これらを踏まえて公民連携を深めて展開を広げ

て行けば、小田原市同様にエネルギー施策をさらに推進して

いけると考える。 

 

○小田原市における脱炭素先行地域づくり事業の中で、特にイ

ンパクトが強かったのは、「再生可能エネルギーの利用等の促

進に関する条例」を制定され、持続可能なまちづくりを進め

るにあたり必要不可欠となる、再生可能エネルギーを地域に

根差した固有の資源として、防災対策の推進などと合わせて、

地域の活性化に資するよう利用されなければならないという

基本理念の下、地域住民との連携を強調されていたことであ

る。 

 

○太陽光を活用したエネルギー供給は、時代のニーズに合って

いるが電力会社のニーズとマッチングしきれていないところ

に課題が残る。 



・本市にあるニチコン亀岡株式会社では、これにかなった事業

展開をされており、本市としてより一層緊密に連携を深める

べきである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



視  察  概  要 

 

◎神奈川県座間市 

令和６年５月１６日（木）午前１０時３０分～正午 

 

視察項目：生活困窮者自立支援について  

 

≪座間市の概要≫ 

人  口：131,709 人       面  積：17.57㎢ 

市政施行：昭和 46 年 11月 1日    議 員 数：22人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大石委員長挨拶           座間市議会 髙波副議長挨拶 

   

     

 

 

 

 

 

 

 

座間市担当課 説明            梅本副委員長 お礼挨拶 

 

 

 

 

 

 

 



視察先 
神奈川県座間市（令和６年５月１６日（木）） 

（人口：131,709 人、面積：17.57 ㎢） 

調査項目 生活困窮者自立支援について 

視察の目的 

 

 座間市では、生活困窮状況の原因となる課題は複合的であり、

その程度も様々であるため、まずは「相談を断らない」ことを

決め、できるだけ早く相談者が窓口につながること、つながっ

た相談を受け止めることを優先に考え、相談現場で見えてきた

ことを次の展開に活かすため「自立サポート相談」の取組を進

められている。 

 本市においても、「福祉なんでも相談窓口」を設置し、生活困

窮や介護、子育てなど、福祉に関する様々な困りごとに対し、

関係機関とともに解決に向けた取組を進めており、座間市の制

度の狭間におられる方や複合的な課題を抱える方の課題解決と

自立支援を行う取組を参考とするため、視察調査を実施するも

のである。 

 

施策等の概要 

 

支援の種類 

・自立相談支援 

・就労支援 

・就労準備支援 

・居住支援 

・住居確保給付金 

・家計改善支援 

 

支援の流れ 

(1)面談 

(2)生活状況分析 

(3)支援プラン 

(4)サービス提供 

(5)モニタリング 

(6)フォローアップ 

 

考察（座間市） ○座間市は「断らない相談支援」を最優先に考え、生活困窮者



 支援に取り組まれており、相談を受ければ支援調整会議、包

括的支援体制構築ワーキンググループ、居住支援協議会の組

織を機能的に運用し、如何に支援できるかを最優先に考えて

取り組んでいる。また担当職員も情熱をもって支援に取り組

んでいることで関連組織や及び地域リソースの協力を得るこ

とで成果を上げていることは参考すべきと考える。 

・当市も亀岡市重層的支援体制整備事業「かめおかモデル」に

取り組んでいるが健康福祉部とこども未来部との連携は無論

の事、社会福祉団体、障害者福祉団体を始めとする関係福祉

団体との協力体制を強固にするための取組が不可欠と考え

る。 

 

○まず、生活困窮者と呼ばず“生活にお困りの方”と柔らかい

表現とし、役所に来る人と考えている。 

・「断らない相談支援」実質４人の職員で対応されているが、そ

の過程には、地域の社会資源(自治会、民生委員、社協、民間

事業所等)を開拓し連携強化を進められてきた経緯がある。 

・「伴走型支援」はよく耳にするが座間市では相談の内容により

課題を選択してより深く寄り添うことを重視している。その

中では、課題を取り除くことより「つながり」も問題解決と

考え、何より困った時に困ったと言える関係性を築いている。 

・家計改善支援事業においては、ファイナンシャルプランナー

の資格を持つ支援員が“家計表”、“キャッシュフロー”を作

成。家庭の事情に踏み込んでいる。時には意見の相違もある

が「つながり」と関係性の構築がここでも活かされて改善に

つながっている。 

・支援を福祉だけで抱え込まないように、庁内外で「きづき・

つなぎ」を重視している。さらに、委託先との連携強化・整

備を推進している。 

・支援体制が綿密で支援を必要している人への距離感の近さは

座間市の地理的な背景もその要因である。面積は、亀岡市の

１／１０以下、人口は１．５２倍。面積が狭い分、支援活動

の範囲、訪問回数、対応時間もおのずと濃くなり少数精鋭の

体制も構築できる。東西南北に幅広く山間地域へのアクセス

には時間を要する本市にそのまま適用はできない。 

・現在、重層的支援体制整備事業に取り組み、横断的な庁内連



携を推進している本市の職員と座間市の職員の交流を持つこ

とで、参考になることもあるのではと考える。交流の場を持

つことを推奨したいと思う。 

 

○生活困窮者→生活にお困りの方と呼び、やわらかい表現にし

て支援が行き渡るように工夫されている。 

・包括的支援体制構築ワーキンググループは、各種団体や行政

の担当課、居住支援協議会があり、地域全体で支援を展開さ

れている。 

・伴走型の支援を目指し、解決を急がず、当該者に寄り添うこ

とを一番に考えているのは参考になる。時には、その人の好

きなことを一緒に行うことで困ったといえる関係を作ってい

るとの話があり、息の長い支援を展開していると分かった。 

 

○断らない相談支援ということで様々な相談事からいくつかの

事業に展開されている。相談員が 5 名と少ない人数で活動さ

れているため住居支援協議会が立ち上げられ社会福祉協議

会・神奈川弁護士協会など多くの協力者を募って支援されて

いる。困りごとを的確に把握できる方はほとんどいないため

各事業が連携し、困りごとや解決方法に気付つくことが重要

と考えておられた。 

・生活困窮者の就労支援事業という事で無料職業紹介事業所、

ハローワークの様な場所を市役所に設置されていた。本市で

も導入できないか検討していきたい。 

・課題としては、無料職業紹介事業の責任者講習を受けて資格

を取得しないとできないことである。 

 

○座間市では、生活困窮者に陥る原因を、多角的に分析してい

る。それらの結果、原因として経済的困窮、家計管理の問題、

就労の状況、心身の状況、地域社会との関係、住まいの問題

などに分類、原因を単一的ではなく、複合的な問題として、

個々の生活困窮者の状況に応じた包括的な支援を提供してい

る。また課題解決の為には、行政窓口や、法律家相談にも担

当職員が同行し、解決のための方策を相談者と共有するなど、

常に相談者に寄り添った支援を行っている。また、行政と地

域社会の連携協働も、就労支援や住居支援等を行う上で必要



である。 

 

○断らない相談支援として、生活困窮される方の多種複合的な

課題に全庁で取り組む体制はまさに見習うべきところであ

る。また支援調整会議では民間事業者や各種団体との相互連

携が幅広く結ばれている事により、要支援者の情報収集とと

もに多様化する課題や問題に対応することが可能となる。ま

さに本市においてもこれから進めて行こうとする重層的支援

の整備に繋がっていく体制構築であると考える。 

・とりわけ印象深かったのは宅建事業者との連携であり、家賃

の滞納や遅延の状況を収集して困窮支援へと繋げている事で

ある。生活に困窮すると、往々にして家賃の遅延が起こり滞

納へと状況が悪化する。その後には宅建業者を介して家主と

のトラブルに発展し、最悪のケースは強制的に退去を命じら

れる事になる。事前にこうした情報をキャッチする事により

未然に家計診断などの困窮者支援を行う事が出来る。 

・生活困窮による孤立化や状況の悪化を防ぐという観点からも

伴走型の支援は大変重要であると考える。 

 

○途切れの無い安心できる相談窓口の構成は、利用者にとって、

頼り甲斐のある場所でなければならない、常に親身になれる

人材の確保と、行動力ある担当者が必要で、誰でもというわ

けにはいかない、人選も大事である。 

 

○断らない相談支援と言われているがそれ以上に様々な配慮が

なされた取組であると感じた。一人一人の持つ課題は千差万

別で、そこに至った経緯や隠れている問題、課題をいかに見

出すかは多くの関係者が関わり、時間を要する中での大変な

取組であるが効果が出ている。 

 

委員の意見等 

○座間市は「断らない相談支援」に向け職員が熱心・情熱的に

取り組んでいることが成果につながっている痛感した。当市

も重層的支援事業に取り組んでいる職員等をしっかりとバッ

クアップすることが重要であると考える。 

 

○どの議員も感じられたと思うが、担当職員の“情熱”という



ものを非常に強く感じた。また、座間市は重層的支援体制整

備事業に手をあげておられない。その理由は、既に横断的な

連携がとられていてわざわざ制度を立ち上げる必要がないか

らである。その結果、現在も問題解決に至らなくても「つな

がっていること」ができる下地ができている。本市も「福祉

なんでも相談窓口」を設けているが、今後横断的な取組と、

委託先との連携強化を含め「断らない相談支援」の伴走支援

の在り方も参考になると考える。 

 

○「断らない相談支援」は、なかなか福祉だけで抱え込んでも

解決ならず、各種の力を合わせて支援を行っている点は参考

になった。 

・神奈川県座間市は人口密度が、神奈川県の中で４番目に高く、

近くに人が住んでいるという感覚で、直ぐに訪問できる点が

利点となっているとの説明を受けた。面積が広い亀岡ではど

のようにできるか工夫する必要があると思う。 

 

○生活困窮者に対して担当の職員の方々が真剣に向き合い足を

運んでより親身になって取り組まれていた。本市においても

一歩踏み込んで取り組むかどうかにつきると率直に感じた。 

 

○座間市の生活困窮者自立支援制度や、つなぐシート方式等の

先進的手法を活用することにより、本市の「福祉何でも相談

窓口」をより効果的に発展させたい。 

・生活困窮に陥る原因が家計の破綻によることは、亀岡市に於

いても同様である。家計改善支援は、生活困窮者が自立する

為の重要な支援策である。そのためには、担当職員が相談者

の問題を正確に理解し、適切なアドバイスを提供する能力が

求められ、また相談者自身も自分の家計状況を理解し、改善

実行する意欲と行動が重要である。課題解決のためには、専

門職としての知識と現場経験、対応能力に加えて、担当する

所管職員の熱量の高さが重要であると感じた。 

 

○先に述べた通り、本市で進めている上層的支援体制の整備を

発展活用する事により市民のお困りごとの解決はもちろんの

事、今回のテーマである生活困窮される方の支援につなげる



ことが出来ると考える。また断らない支援ならびに断らない

相談窓口の設置については新たに整備せずとも、既設の福祉

なんでも窓口を充実させることで対応は可能であると考え

る。その場合相談者が要支援者であるか否か、また複合的な

課題解決に向けては各所管で情報共有できるように、座間市

で言う「つなぐシート」や「相談チャート」的な物一定は必

要である。 

・いずれにしても職員の制度や対応についてのスキルアップと

モチベーションアップが必要であるとともに、市長ならびに

執行部として「だれひとり取り残さない」という強い信念が

大きな原動力となると考察する。 

 

○本市の福祉なんでも相談窓口も、特色あると思うが、自立支

援者側に立つ身としての、座間市の制度の狭間で複合的な課

題を抱える方々の、積極的な課題解決と自立支援の座間市の

システムづくりは、さらに進化させるに相応しい学ぶべき参

考資料であり特筆すべき事案であった。 

 

○相談者の中にある課題の本質を見出す中で、関係部署や機関

が連携し、息の長い取組の中で自立に向けた支援を行うこと

の重要性を感じた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



視  察  概  要 

 

◎静岡県富士市 

令和６年５月１７日（金）午前１０時３０分～正午 

 

視察項目：ＥＳＣＯ事業について 

 

≪市の概要≫ 

人  口：250,709 人      面  積：244.95㎢ 

市政施行：昭和 29 年 3月 31日   議 員 数：32人 

 

 
   

 

 

 

 

 

 

 

富士市議会 山下副議長挨拶               富士市担当課説明 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

菱田議長 お礼挨拶                            議場見学 

 

 



視察先 
静岡県富士市（令和６年５月１７日（金）） 

（人口：250,709 人、面積：244.95 ㎢） 

調査項目 ＥＳＣＯ事業について 

視察の目的 

 

富士市では、公共施設からの温室効果ガス排出量を抑制する

ため、民間活力を活用した省エネルギー改修事業を推進されて

いる。 

本市においても、省エネルギーの推進と再生可能エネルギー

導入に向けた施策の一つとして、地域エネルギー会社である亀

岡ふるさとエナジー(株)などと協力し、ＥＳＣＯのような、エ

ネルギーを使用する人や事業者が初期費用を負担することなく

省エネ機器などを導入できる取組を推進することとしている。  

富士市の取組事例を学び、市民、事業者と連携した省エネの

推進、エネルギー消費量の削減に向けた環境施策の参考とする

ため視察調査を実施するものである。 

 

施策等の概要 

 

省エネルギー改修事業（ＥＳＣＯ）に係る契約については、

「富士市役所ＥＳＣＯ推進方針」に基づき、設備機器の更新や

改修時にＥＳＣＯ事業の実施について検討を行う。 

 

考察（富士市） 

 

○富士市は公共施設にＥＳＣＯ事業を取り入れ、現行業務を中 

断することも無く、短い工期で大きな省エネ効果、事業利益

を上げている。 

・業者選定に於いても施工費用よりも事業効果を優先すること

により、結果的に素晴らしい省エネ効果、経済効果を上げて

いる。 

・事業立ち上げ後は大規模な公共施設に対して取り組んでいた

が、近年は小規模施設にも適用するとともに地元地域の事業

者にも適用を広げ地域経済への発展に貢献している。 

・当市も民間活力を活用したＥＳＣＯ事業の導入拡大に向けた

取組が必要と痛感した。 

 

○富士市のＥＳＣＯ事業の契約方式は、初期投資年度の予算支

出が大きくなるが、金利等の経費が少なく総支払額が抑えら



れる「ギャランティードセイビングス契約」より、契約期間

内で予算支出の平準化を図る「シェアードセイビングス契約」

を採用している。これは、限られた予算の中で契約期間内の

予算支出を抑えていけるメリットに着目している。先に導入

していた静岡県の取組を参考にしている。 

・ＥＳＣＯ事業では、プロのノウハウを取り入れることができ

るメリットがある上に注側のリスクが少ない。 

・富士市立中央病院ＥＳＣＯ事業では、エネルギー効果が当初

契約時の条件を下回った。これに対して事業者は無料で改善

を行い行政側の追加費用なく次年度からは大幅にエネルギー

の削減ができた。これがＥＣＳＯ事業の大きな特徴である。

さらに、当初の予定工期より期間が短縮され病院を利用され

る患者にも影響が少なく進められた。民間事業のメリットが

ここにも発生している。これを参考にした民間の病院でもＥ

ＳＣＯ事業を導入するなど波及効果も生まれた。 

・富士市文化会館ＥＳＣＯ事業では、当初直接工事だと閉館期

間が８カ月と見込まれていたが、ＥＳＣＯ事業により１カ月

に短縮、補助金制度にも採択され経済性が大幅に向上した。 

・契約時にＥＳＣＯ事業者と、あらかじめ地元企業への発注金

額も定めることで地域経済への経済波及効果も大きい 

・成功事例ばかりではなく、ＥＳＣＯ事業に切り替える際には

既存事業者との問題も起きたが、法的な問題は専門家が対応

した。その際先進的な取組をしている横浜市にアドバイス、

協力をもらうなど、他の自治体との関係性も重要と考える。 

・もともと消費エネルギーが大きくないと(例えば２４時間稼働

している施設等)メリットが見えにくいので、対象事業の選定

にはその点を留意すること。 

・設備の長寿命化も併せて実施することで費用対効果はさらに

増すことになる。 

・予算を立て議会に諮るのではなく、事業については事業者か

ら費用対効果を提案してもらいその事業内容を議会に諮り議

会の承認をもって公募し事業者と契約する方式をとってい

る。議会の承認がなければその事業は見送るが事業者とは契

約をしていないので行政側のリスクはないとしている。議会

の承認した事業だけを執行する方式は、富士市の独自性を感

じた。 



○省エネ効果で投資を回収するという手法で富士市のＥＳＣＯ

事業が行われている。一番効果があったのが「富士市立中央

病院ＥＳＣＯ事業」である。その他にも富士市文化会館ＥＳ

ＣＯ事業、富士市小中学校低炭素型ＥＳＣＯ事業など、６つ

の事業の説明を受けた。本来予算を立てて進めることが多い

が、富士市では、事業者が立てた抑制効果による費用対効果

提示し、経費が認められれば契約、認めなければ契約をしな

いという、初めの考えを変えることでリスクを負わない手法

や工期の短縮によるコストの削減など具体例が参考になっ

た。 

 

○効果として富士市の例を挙げると富士市調査・消防庁舎の劣

化設備の更新を踏まえた省エネ改修を実施され、１２年間の

契約で契約総額２，１６０百万円・総利益１，０５０百万円 

年間ＣＯ２の削減量が６６４ｔ‐ＣＯ２と効果が出ていた。

ＥＳＣＯ事業が初期投資を含め必要な資金調達を行い発注者

からの支払いは事業期間に分割で行われるため、頭金がいら

ないので予算支出の平準化が可能になっていた。また施工業

者も地元の事業者でないといけない契約で工期の短縮を図り

経済効果も生れていた。さらに工期を短縮したことにより補

助金の利用が可能になりより経済性が向上していた。本市と

しても導入すべきと考える。課題としては多くの事業者を募

らないといけないため、その体制作りが課題と思われる。 

 

○ＥＳＣＯ事業とは、エネルギーサービス会社が顧客の施設（公

共施設等）に於ける、エネルギー使用状況を分析し、省エネ

ルギー化に向けた設備投資や運用改善を提案・実施する事業

であり、発注する行政は事業負担も少なく、工期の大幅な短

縮が見込める。受注会社は、エネルギーコスト削減分より報

酬を得る仕組みとなっている。富士市に於いては、三菱ＵＦ

Ｊリース株式会社が実施した富士文化会館の省エネルギー化

とＣＯ２削減、富士市立中央病院既設蒸気トラップの更新事

業など説明を受けた。 

・課題として、ＥＳＣＯ事業は地元企業を優先的に採用すると

の話であるが、公募に参加する際にＥＳＣＯ契約の実績や、

財務状況の健全化等が強く求められるため、地元企業やベン



チャー企業が参加出来にくい現実がある。また新しい事業手

法であるため、首長や管理職、議会等にＥＳＣＯ事業の理解

を得ることが大切な要件となる。 

 

○公共施設の維持管理や施設の更新には、従来多額の予算が必

要となるが、富士市におけるＥＳＣＯ事業では本来必要とな

る高額の初期投資を必要としない上に、省エネをはかり削減

できた維持経費を施設の設備更新した事業費に充てると言う

大変効率の良い取組が行われている。 

・本市においても省エネ化ならびに施設設備の更新が必須とな

るが大規模な改修などは多額の予算確保が必要となる為、こ

れまで応急的に少額予算での更新をはかってきたが、この様

な改修や更新方法では財政的また工期等作業効率上で大きな

ロスが発生すると考える。富士市におけるＥＳＣＯ事業では

総合的な省エネがはかれるとともに、工期など時間的ロスや

重複する施設更新など財政的な負担を削減できると考える。 

 

○計画時からリスク軽減、収益への発想の転換から収益を生む

システム、近年の常識を覆す発想を講じた契約の決断から事

業推進は、行政としての取組として、斬新かつ変革の決断と

言える。事業者との最初の環境づくりの重要性を感じた。そ

して収益を挙げる仕組みは、事業者が利益を上げるシステム

となっていることに、学ぶべき新しい事業の取組と感じた。 

 

○ＥＳＣＯ事業は、行政が一般的に事業実施を行うのとは違う

プロセスを用いてなされている。事業計画を立て、予算査定

を行い、議会承認を得た後に予算の範囲で事業を行うのでは

なく、事業計画に基づくプレゼンテーションを受ける中でそ

の事業効果を高め、議会承認により予算化できた後に契約を

行うと言うものである。本市においてもこういったプロセス

を踏むことで効果が高まる事業も存在することを検証すべき

である。 また、契約事業者が首都圏所在事業者であっても、

実施にあたって地元事業者をうまく活用していることも事業

効果を高めている。 

委員の意見等 
○当市に於いては亀岡ふるさとエナジー株式会社と協力し、Ｅ

ＳＣＯ事業に類似した事業展開に取り組んでいるが、これか



らは広く公共施設等に対してＥＳＣＯ事業への取組が必要と

感じた。これらの事業展開に取り組むことによる省エネの推

進、地域事業者を活用した地域経済の活性化に貢献して行く

ことが重要であると思う。 

・当市では現時点においてＥＳＣＯ事業のノウハウが蓄積され

ていない点があると思うが早期に研究し、事業展開に向けて

取り組むべきと考える。 

・ＥＳＣＯ事業は、民間企業が提案する温室効果ガス削減目標

値を達成する義務がある。その点では現在の原材料高・物価

高でも導入可能な事業と考える。効果的な施設を選定してＥ

ＳＣＯ事業のメリットを活かしていけるよう進言したいと思

う。 

 

○これから進める亀岡市の大型事業の中で、富士市が行ってき

たＥＳＣＯ事業が取り入れられるなら、環境面でも経費面で

も効果が期待できると考える。 

 

○一つの方法として本市でも取り入れる必要があると考える。

また委員会としても前向きに取り組んでいきたい。 

 

○今後亀岡市に於いて、公共施設の改修等を行う際、費用の削

減と工期の大幅な短縮を図れることが期待でき、積極的に検

討したい。 

 

○今後は再生可能エネルギーと並行して施設全般の省エネルギ

ーをはかるうえでＥＳＣＯと言う事業形態の導入は施設更新

による、初期投資等の大きな財政出動を軽減できる事は有用

であり、本市が目指すカーボンニュートラル達成にむけても

大変有益であると考える。ただし本市においてＥＳＣＯを導

入するにあたり、先進事例を十分調査検証するとともに先進

自治体との意見交換等を行う必要があると考察する。 

 

○省エネルギーの改革段階から関連する所管も含め、リスクの

少ない契約のあり方に、考え方を自治運営の「変革」と「決

断」を見せている富士市の経営手腕は見事であった。着手時

から契約までにも、充分な協議を重ね、専門事業者との契約



からリスク負担を明確に伝え、予算がつけば実行・契約に繋

いで、収益を事業に上程させる手法は、新しい契約から生産

へとつなぐあり方だと感じた。 

 

○本市おいても、施設の長寿命化と市民ニーズに合わせた利用

形態の変更に取り組む中で、ＥＳＣＯ事業のような提案型も

含めた総合的な事業実施を検討することが必要である。本市

に利益が生まれるような亀岡ふるさとエナジー株式会社のよ

うな事業に対する考え方、取組の広がりが必要であると感じ

た。 

 

 


